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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第101期
第１四半期
連結累計期間

第102期
第１四半期
連結累計期間

第101期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 32,362 31,841 156,025

経常利益 (百万円) 35 294 888

四半期(当期)純利益 (百万円) 7 173 369

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △318 49 222

純資産額 (百万円) 15,881 16,141 16,287

総資産額 (百万円) 32,252 32,511 32,245

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 0.28 6.47 13.75

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 49.1 49.6 50.3

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第101期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1)業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の発生により、サプライチェーンの寸

断による減産や、個人消費の冷え込みなどで急速な落ち込みとなりました。また、一部原子力発電所の運

転停止等により夏場に向けた電力不足の懸念や、米国・欧州のデフォルト発生の不安から円高が進行し、

輸出に関しても不透明な状況であることから、依然として厳しい状況が続いております。

こうした情勢のもと、当社グループの第１四半期連結累計期間の成約高は、前年同四半期に比べ

604億91百万円増加の899億45百万円となりました。

また、当第１四半期連結累計期間の売上高は、318億41百万円と前年同四半期を５億20百万円（前年同

四半期比△1.6%）下回ることとなりました。

売上総利益は13億23百万円（前年同四半期比３億30百万円増、33.3%増）、営業利益１億78百万円（前

年同四半期比２億29百万円増、―%増）、経常利益２億94百万円（前年同四半期比２億59百万円増、727.3%

増）、四半期純利益１億73百万円（前年同四半期比１億66百万円増、―%増）となりました。

　
セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。　

　
(電力関連部門)

売上高は238億63百万円と前年同四半期に比べ15億31百万円の減少となっております。また、成約高は

789億９百万円(前年同四半期比561億21百万円増)、成約残高は1,984億31百万円(前年同四半期比331億47

百万円増)となり、営業利益は66百万円(前年同四半期比４百万円減)となりました。

(化学機械関連部門)

売上高は30億58百万円と前年同四半期に比べ２億51百万円の増加となっております。また、成約高は50

億84百万円(前年同四半期比27億95百万円増)、成約残高は61億54百万円(前年同四半期比28億39百万円

増)となり、営業利益は54百万円(前年同四半期比１億11百万円増)となりました。
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(電子精機関連部門)

売上高は28億16百万円と前年同四半期に比べ７億75百万円の増加となっております。また、成約高は34

億30百万円(前年同四半期比９億61百万円増)、成約残高は59億14百万円(前年同四半期比27億60百万円

増)となり、営業利益は82百万円(前年同四半期比63百万円減)となりました。

(環境・船舶関連部門)

売上高は13億38百万円と前年同四半期に比べ３億89百万円の減少となっております。また、成約高は15

億29百万円(前年同四半期比１億67百万円増)、成約残高は131億68百万円(前年同四半期比72億63百万円

減)となり、営業損失は43百万円(前年同四半期比12百万円減)となりました。

(その他)

売上高は７億65百万円と前年同四半期に比べ３億72百万円の増加となっております。また、成約高は９

億91百万円(前年同四半期比４億45百万円増)、成約残高は20億47百万円(前年同四半期比12億42百万円

増)となり、営業利益は19百万円(前年同四半期比46百万円増)となりました。

　

(2)財政状態の分析

（イ）資産の部

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、325億11百万円となり、前連結会計年度末と比較し

て２億66百万円の増加となりました。主な要因として、売上債権の増加等により流動資産が５億64百万

円増加し、子会社清算に伴う資産の売却や投資有価証券の評価替え等により固定資産が２億97百万円

減少したことによるものであります。

　

（ロ）負債の部

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は163億70百万円となり、前連結会計年度末と比較し

て４億12百万円の増加となりました。この主な要因は、仕入債務の増加等により流動負債が５億23百万

円増加し、繰延税金負債の減少等により固定負債が１億10百万円減少したことによるものであります。

　

（ハ）純資産の部

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は161億41百万円となり、前連結会計年度末と比較

して１億45百万円の減少となりました。この結果自己資本比率は49.6%となりました。

　

EDINET提出書類

東京産業株式会社(E02527)

四半期報告書

 4/17



第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 64,000,000

計 64,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,678,48628,678,486
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は
500株であります。

計 28,678,48628,678,486― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年６月30日 ― 28,678 ― 3,443 ― 2,655

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

　

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式  1,816,500
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 26,653,500 53,307 同上

単元未満株式 普通株式    208,486― 同上

発行済株式総数 28,678,486― ―

総株主の議決権 ― 53,307 ―

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式105株、および証券保管振替機構名義株式478株が

　含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東京産業株式会社

東京都千代田区
大手町２－２－１

1,816,500― 1,816,5006.33

計 ― 1,816,500― 1,816,5006.33

　

　
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月１日

から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、養和監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,149 5,199

受取手形及び売掛金 ※２
 14,161

※２
 14,831

有価証券 2,593 2,590

商品 297 345

その他 2,395 2,220

貸倒引当金 △38 △63

流動資産合計 24,559 25,124

固定資産

有形固定資産 3,116 3,053

無形固定資産 53 50

投資その他の資産

投資有価証券 3,296 3,089

その他 1,442 1,417

貸倒引当金 △224 △222

投資その他の資産合計 4,514 4,283

固定資産合計 7,685 7,387

資産合計 32,245 32,511

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,541 4,571

受託販売未払金 5,109 6,333

短期借入金 1,570 1,260

未払法人税等 194 22

引当金 274 123

その他 2,596 3,498

流動負債合計 15,286 15,809

固定負債

長期借入金 20 17

引当金 219 181

その他 432 362

固定負債合計 671 561

負債合計 15,957 16,370
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,443 3,443

資本剰余金 2,655 2,655

利益剰余金 10,084 10,123

自己株式 △535 △535

株主資本合計 15,647 15,686

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 438 316

繰延ヘッジ損益 0 △1

土地再評価差額金 139 139

その他の包括利益累計額合計 578 454

少数株主持分 61 －

純資産合計 16,287 16,141

負債純資産合計 32,245 32,511
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 32,362 31,841

売上原価 31,369 30,517

売上総利益 992 1,323

割賦販売未実現利益戻入額 6 3

差引売上総利益 999 1,326

販売費及び一般管理費 1,050 1,148

営業利益又は営業損失（△） △51 178

営業外収益

受取利息 4 3

受取配当金 84 110

その他 7 7

営業外収益合計 96 122

営業外費用

支払利息 4 4

その他 5 2

営業外費用合計 9 6

経常利益 35 294

特別利益

負ののれん発生益 － 23

特別利益合計 － 23

特別損失

たな卸資産処分損 － 3

投資有価証券評価損 － 3

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 8 －

その他 0 －

特別損失合計 9 6

税金等調整前四半期純利益 26 310

法人税、住民税及び事業税 4 12

法人税等調整額 14 124

法人税等合計 18 137

少数株主損益調整前四半期純利益 7 173

少数株主利益 0 －

四半期純利益 7 173
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 7 173

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △326 △121

繰延ヘッジ損益 0 △1

その他の包括利益合計 △326 △123

四半期包括利益 △318 49

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △318 49

少数株主に係る四半期包括利益 0 －
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【継続企業の前提に関する事項】

　該当事項はありません。　

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　　　該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

　　　該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。

　
【追加情報】

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

  １　  偶発債務
　次の通り銀行借入に対し保証を行っておりま
す。 
㈱バイオマスパワーしずくいし 　    39百万円 

  １　 偶発債務   
　次の通り銀行借入に対し保証を行っておりま
す。 
㈱バイオマスパワーしずくいし    　 38百万円

※２　　受取手形裏書譲渡高　　　　　　 　　４百万円 ※２　　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　 １百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

 

減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　　61百万円
減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　　62百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 134 5.00平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 134 5.00平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。　
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

　

報告セグメント
その他
(注)

合計
　

電　　力
関連部門

化学機械
関連部門

電子精機
関連部門

環境・船舶
関連部門

計

　 売上高 　 　 　 　 　 　 　

　   外部顧客への売上高 25,3942,806 2,040 1,72831,969 392 32,362

　
  セグメント間の内部売上高

  又は振替高
― ― ― ― ― ― ―

　 計 25,3942,806 2,040 1,72831,969 392 32,362

　
セグメント利益又は損失
(△)

70 △57 18 △56 △24 △27 △51

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、新事業推進・営業開発関連部門、不動産

賃貸部門であります。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該

差額の主な内容(差異調整に関する事項)

　(単位：百万円)　　

利益 金額

報告セグメント計 △24

「その他」の区分の利益 △27

四半期連結損益計算書の営業損失 △51
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

　

報告セグメント
その他
(注)

合計
　

電　　力
関連部門

化学機械
関連部門

電子精機
関連部門

環境・船舶
関連部門

計

　 売上高 　 　 　 　 　 　 　

　   外部顧客への売上高 23,8633,058 2,816 1,33831,076 765 31,841

　
  セグメント間の内部売上高

  又は振替高
― ― ― ― ― ― ―

　 計 23,8633,058 2,816 1,33831,076 765 31,841

　
セグメント利益又は損失
(△)

66 54 82 △43 159 19 178

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、新事業推進・営業開発関連部門、不動産

賃貸部門であります。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該

差額の主な内容(差異調整に関する事項)

　(単位：百万円)　　

利益 金額

報告セグメント計 159

「その他」の区分の利益 19

四半期連結損益計算書の営業利益 178

　

　
(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。　
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

　 １株当たり四半期純利益金額 ０円28銭 ６円47銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益金額(百万円) ７ 173

    普通株主に帰属しない金額 ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) ７ 173

    普通株式の期中平均株式数(千株) 26,865 26,861

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

　

　

　

２ 【その他】

　　該当事項はありません。　

　

　
第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月３日

東京産業株式会社

取締役会  御中

　

養和監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    長 谷 場　 達 雄    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    金　子　　重　人    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京
産業株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平
成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京産業株式会社及び連結子会社の平成23年
６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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